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事業概要 気候変動により河川の氾濫、土砂崩れなどの災害や、インフラの老朽化、人口減少による財政問題など、地方自治
体は様々な課題を抱えております。弊社は自治体が抱える様々な環境・社会課題をESG金融のグリーンボンドを活用
して資金調達をし、地域の様々なステークホルダーと連携し、地域内でお金が回る仕組みを構築して持続可能な循環
共生型の社会の実現を支援します。
また、地方自治体の脱炭素化の推進も同時に支援し、再生可能エネルギー・省エネルギー設備導入・新産業（グリー
ンテック企業）創出など環境課題解決と地域活性化を同時に実現します。
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所在地 〒920－0856
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環境省ローカルSDGs
を通じて、実現したい
社会像

グリーンボンドを活用した「地域循環型PPP（官民連携）事業」を展開し、地域資源を最大限活用し、地方自治体ヨシ・
地域住民ヨシ・地域事業者ヨシ・地域金融機関ヨシの四方ヨシの地域循環型の持続可能なまちづくりを実現します。
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ローカルSDGsの実現
に貢献できるソリュー
ション

分野 脱炭素／防災／資金調達／その他（環境金融コンサル）

水俣条約による水銀ランプの製造、輸出入禁止及び生産終了を踏まえて、令和２年度に第１号事業として理解されや
すいLED化から着手し、まず避難場所となっている金沢市内の小中学校体育館74施設と市営体育館7施設に現在設
置されている照明約3,000灯（ほぼ水銀灯）を調査し、22年3月までにLED化更新工事を行うことで水銀を撤廃し、その
後10年間の維持管理を行う業務を実施しました。

事業資金は弊社設立のSPCよりグリーンボンドを発行し、地元金融機関引き受けによる調達、地元工事店での調査・
施工・維持管理を行い、全て地元に精通している「オール金沢の業者」での実施事業となっております。

LED化によりCO２の排出量は1/3に削減され、全てを地域事業者で行うことで地域外への資金流出を防ぎ、地域活性
化と脱炭素化に貢献しました。

2050年までの脱炭素化を求められている地方自治体の様々な課題（公共施設・インフラの老朽化・管理/更新経費の
増大・人口減少による財政悪化と管理職員の減少など）は従来のやり方では維持管理は厳しい状況にあります。
これらの課題解決には民間の資金・ノウハウを活用した官民連携包括事業（複数の業務・施設の一括管理事業、
ESCO事業など）によるコスト削減や効率化が求められておりますが、官民連携事業は大手企業有利となっているの
が現実です。

弊社は大型案件にも地域の中小企業が連携して参画できるように、地域内資金循環型の官民連携事業の企画立
案・資金調達・事業組成を支援します。

官民連携包括事業により職員の労務負担軽減、地域の複数事業者による共同事業体（コンソーシアム）元請受注に
よる地域活性化、さらに脱炭素化社会の実現のために再生可能エネルギー・省エネルギー事業・グリーンテック企業
（環境改善＋テクノロジー＋ESG金融）の育成を支援し、SDGｓの目標達成に貢献します。
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自者の特徴 従来の大型官民連携事業は資金調達力・マネジメント力などで大手企業有利で進み、地域の中小企業は下請け・孫
請けで置き去りにされるケースが多々ありました。さらに地方自治体も安心感などから大手に頼るところがあり、国の
方も官民連携・地方創生を盛んに進めてはいますが、地方自治体が進めれば進めるほど、大企業有利となり国から
の支援も地方自治体を経由してまた首都圏の大手企業に地域の資金が流出していきました。

実はこれこそが地方衰退の一因であります。

そこで弊社は「地域のことは地域の方々が主役になって考えよう！」をスローガンに資金調達にはグリーンボンドを活
用し、地方自治体・地域事業者の交差点となって支援することで、今後は地域事業者も連携して大型案件に参画する
ことで、地域内でお金が回り、持続可能な循環型社会の実現を可能としました。

SDGs経営に向けた自
者の課題や悩み
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